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はじめに
「もはや戦後ではない」と言われたのは， 1956(昭和31)年の『経済白
書』においてである。同じ年に，新百貨店法が公布されている。一方では，
1953, 54 (昭和28,29)年ごろになると，はやくも薬品，化粧品の乱売が
はじまり，東京• 青山に日本最初のセルフ・サーヴィス方式食料品店「紀
ノ国屋」が開店したのも1953(昭和28)年のことである。これをもって，
わが国スーパー・マーケットの始まりとする見方が一般的となっているよ
うであるが，今日の大型スーパー・マーケットとなる企業は， 1950年代後
半（昭和30年代前半）から中盤にかけて出現した＼
1)昭和31年に東光ストア（その後の東急ストア），昭和32年にダイエーの前身「主
婦の店・ダイエー」， 8本最初のセルフ・サーヴィス衣料品店ハトヤ（後のニチイ，
マイカル）。 34年に岡田屋（現在のジャスコ），イトーヨーカ堂，西武ストアー（現
在の西友ストアー）といった形で，次々に誕生している（岡田康司『百貨店業界一
産業界シリーズ No116一』教育社， 1979年， 48ページ。流通システム開発センタ
一編『流通システム情報ガイドブック 1982』 253~256ページ）。
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1957 (昭和32)年12月には，産業合理化審議会の商業部会は流通部会へ
改組，池田内閣によって「所得倍増計画」が決定され．高度経済成長が本
格化したのは1960(昭和35)年のことである 0 その後. 1962 (昭和37)年
には林周二氏の『流通革命』が刊行，翌1963年には中小企業基本法か公布．
施行，中小企業政策が大きく方向転換した。
1950年代後半（昭和30年代前半）に誕生したスーパー・マーケットは，
この間同民所得の伸びに支えられながらチェーン展開を進めたが，沿j度成
長も終焉をむかえるようになる。 1973年秋のオイル・ショックに端を発し
た原油価格高騰のためである。
高度経済成長の終焉と低成長への移行は国民所得の伸び悩み，消費低
迷， m費停滞を引き起こさざるをえない。一挙に低成長へ移行したため．
梢費市場をめぐる競予は厳しさを増すこととなった。出店による）成長を指
向するIi: 大スーパー・チェーンと瀬Ji際に追いつめられた例般小光府との
紛争が次第に激化していくのは避けられないものとなった（＂）このような時
期に，「大規模小光店舗法」は制定されたのである。
「大規模小~·c店舗法」は 197:3年に制定。その後，紆余曲折 2) を経ながら，
2000年には廃tl:, 「大規模小光店舗立地法」が制定されるにいたる。中小
零細小売商業は， この間大規模小売店舗法によって保護＇｝）されたのであ
ろうか。大店法によって発展を一定程度「規制」されたスーパー・マーケ
ット企業は，新たに多角化戦略を開始する。その一つが，コンビニエンス・
ストアの展開である。 2002年におけるコンビニエンス・ストアの年間商品
販売額構成比は5.0%4) に達している。一方，従業者 1~2 人規模層のそ
2)馬場雅昭「小売業の盛衰と国家の流通政策」 (II) 『阪南論集 社会科学編』第39
巻第 2号， 2004年，第W章第 3節「大店法と中小零細小売業 (1)一その関連一」
を参照されたい。以後「小売業の盛衰と……」と省略。
3)馬場雅昭 同上論文，第w章第 4節「大店法と中小零細小売業 (2)ー大店法の
『有効性』をめぐって一」参照。
4)経済産業省『2002年 商業統計速報』概況63ページ。
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れは6.5%S)にまで低下している。
従業者 1,._, 2人の零細層の年間販売額構成比は， 1960年に23.9%6)であ
ったものが， 2002年には6.5%へと約1/4に低下している。このことは, 42 
年間における零細小売商業問題の集約的発現とみてよいであろう。「もは
や戦後ではない」と言われて約50年，高度経済成長の本格化から45年経過
した今日の零細小売商業問題について考察することにしよう。
I . 高度経済成長期以降における中小零細小売商業
このような状態にある中小零細小売商業を小売業全体のなかで見ておこ
う。高度成長が本格化した1960年当時， 128.8万店あった商店数は， 82年
調在でピークを迎え172.1万店へ，その後減少に転じている。 2002年には
約130万店へと減少し， 42年間で0.9%伸びとなっている。他方，従業者数
は約2.3倍，売場面積は4.5倍に伸びている。この間，商店数が0.9%しか伸
びていないのに従業者数が2.3倍．売場面積が4.5倍になったのは，販売
効率の高い小売店，売場面積の大きな大規模店が登場し．平均値を引き上
げた結果である 7)と推測してよさそうである。
この間における従業者規模別構成比の変化は．以下のとうりである 8)0
1960年当時全体の71% を占めていた従業者 1~2 人規模の零細商店は．
2002年には46.4%になり，販売額構成比も23.9%から6.5%へ激減している。
構成比で42年間にそれぞれ35%減， 72.8%減である。商店数構成比の推移
5) 『2002年商業統計表」第 1 巻， 114~115ページ。
6) 1997年までの推移については，馬場雅昭「H本における小売商店数の減少につい
て」 (I) 『阪南論集社会科学編』第35巻第4号， 2000年表1参照。以後「……
小売尚店数の減少」と省略。「小売業の盛衰と……」 (II)図3参照。
7) 馬場雅昭「…•••小売裔店数の減少」 (II), 『阪南論集 社会科学編』第36巻第 1号，
2000年，図 7参照。
8)通産省『商業統計表」による。部分的には，同上論文 (I)表2, 「小売業の盛
衰と……」 (II), 図2,3参照。
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年次
1960年
1972年
1982年
1991年
2002年
第 49 
表 1
商店数
1,288,292fi占
(100) 
1,495,510 
(116.1) 
--------------
1.721,465 
(13:-3.6) 
---------
1,591,223 
(123.5) 
- ------------
1,300,057 
(100.9) 
巻 第 3・4号合併号
小売業の推移
従業者数
3,489,293人
(100) 
5,141,377 
(147.3) 
-・--・・---・・--・・ 
6,369,426 
(182.5) 
・-・・------・-・--・ 
6,936,526 
(198.8) 
・・・・・・・・-・・・・・・・ 
7,972,805 
(228.5) 
年間販売額
4,315,387百万円
(100) 
28,292,696 
(655.6) 
----------
93,971,191 
(2177.6) 
-----------------
140,638,104 
(3259_0) 
....... -・ → -、---— . 
135,109,295 
(3130.1) 
(it) ( )内は1960年を100とした指数。
（出所）通帝省『商党統計表』各年版より作成）
売場面積
31.081,224m" 
(100) 
66,261,771 
(213.2) 
----← ----------
95,430,071 
(307.0) 
-----------------
109,9] 1,315 
(353.6) 
・-・----・---・-
140,619,288 
(452.4) 
について見れば 1~2 人規模層だけが構成比を低ドさせている。
これに対し販売額構成比では 1~2 人層， 3~4 人層， 5~9 人層が
低Fさせておりそれより卜．の層は裔めている。 1960年当時 47.0%の販
売額構成比を占めていた従業者 1~2 人， 3~4 人の零細層 91 は， 2002
年には16.5%へ30.5ポイントも低下させている。ここに高度経済成長期以
降における零細小売層の社会的地位低下と零細小売商問題の深化をうかが
い知ることができよう。
もっと注Hしたいことは，高度成長期以降一貰して増加し続けた甜店数
が， 82年調在時点をピークに減少に転じたことである 10)。この間スーパー・
マーケットは，全国的な規模でチェーン・オペレーションを展開した。一
般小売店，スーパー・マーケット，百貨店という三つの業態の販売額に占
める割合の推移11) は，次のとおりである。 1964年に8.2%にすぎなかった
9)本稿では， 1~2 人層， 3~4 人層を一応「零細小売層」と呼ぶこととする。馬
場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)注 5)参照。
10)馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (I・II)。
11)馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)図4参照。
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スーパー・マーケットの市場占拠率は， 84年には28.0%, 94年には30.0%
へと激増，一般小売店のそれは64年の72.4%から84年には51.8%, 94年に
は40.8%へと10年ごとに約10ポイントづつ減少させている。
スーパー・マーケットの全国的チェーン展開は，同時のその裏側では，
中小零細小売商の地位低下，中小零細小売商問題の全国的拡大12) をもた
らした。スーパー・マーケット進出反対の運動は，放置出来ない状態とな
り，在来百貨店の激しい突上げもあって， 1974年には「大規模小売店舗
法13)」が施行されるにいたった。中小零細小売商業は，この大規模小売店
舗法によって保護されたのかと言えば，そうではない。スーパー・マーケ
ットの出店・全国的展開はその後もやむことなく続いている14)。
大規模小売店舗法は，その後紆余曲折を経ながら， 2000年には廃止され，
新法「大規模小売店舗立地法」が制定されるにいたった。
I 小売商業の特性
小売商業一般および， 日本の小売商業
小売業の特質について確認しておくことにしよう。森下二次也氏は次の
ように述べている。長文であるがそのまま引用することにしよう。
「小売は個人的な最終消費者にたいする販売であるが，その個人的消費
は本来小規模で，分散的かつ個性的なものである。その消費の単位は個人
あるいは家族であり，しかもその購買は必要に応じて少量ずつ頻繁に買う，
いわゆる当用買いが普通である。そのような消費者が全国に散在しており，
かつ商品にたいする選好は人によって千差万別である。もちろん貯蔵用食
12)スーパー・マーケットの市場占拠率拡大にともない．零細小売商の競争関係，競
争構造は大きく変化している。馬場雅昭「·…••小売商店数の減少」 (II) 表16参照。
13)「大規模小売店舗法」については，馬場「小売業の盛衰と……」 (I. I)参照。
14)「日本の流通政策に何が問われるか 保田芳昭さんに聞く」『経済」 2001年. 8月
号. 13ページ。馬場雅昭，同上論文．図 5に引用。部分的には．馬場雅昭『日本中
小小売業の構造変化』同文舘出版. 1993年．表2-14参照。
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品の発達家庭貯蔵設備の粋及，交通機関の発達，人口の都市集中，商品
の標準化・単純化，広告の強化などにより．これをある程度緩和すること
ができるであろう。しかし個人的消費からその小規模性，分散性，個別性
を完全にとりのぞくことは不可能といってよい。
このような個人的消費の小規模性，分散性に対応して小売的はおのずか
ら小規模のものが多数に分散することとならざるをえない151。」
つまり．「個人的梢費の小規模性，分散性に対応して小売尚はおのずか
ら小規模のものが多数に分散することとならざるをえない。」しかし．「貯
蔵用食品の発達，家庭用貯蔵設備の普及，交通機関の発達，人口の都市集
中，麻品の標準化・ i阻純化．広告の強化」などにより「このことをある利
度緩和する」ことが出来る 0
家庭川軍気冷蔵庫の将及冷りは， 1960年で10%. 65年ですでに51%.
70年で89%.n家）H「l動車のそれも 17). 1965年で 9%, 70年で22%, 75年
で41%. 80年で57%に達している。家庭用電気冷蔵庫と自家用車の粋及は．
食料品のーす舌大械購買を可能にする 0 閥度成長期における大都rfiおよびそ
の周辺部への急激な人!J 集中• 都市の拡大は．その地における消費甜要の
集中化・集団化をもたらし．供給の大規模化・集中化の条件をつくり出す因
にいたった。
森下氏はその 5年後の論文でもli1Jじようなことを述べ，「中小小売商間
題発生の可能性」を指摘しておられる。
「小売商は個人的消費に直結するものであり， したがって個人的消費の
小規模• 分散性に応じて，少なくとも経営的には小規模• 分散的であるこ
15)森下二次也「廂業の分化と商業組織」森下一．次也編『商業概論』有斐閣， 1967年，
96ページ。
16) 17)内閣府経済社会総合研究所編『家計消費の動向一消費動向調介年報ー2002年
版』 24-27ページ。
18)上田作之助「日本の商業 (2)一現状と課題一」森下二次也編『商業概論』 221
~222ページ。「都市化と小売商業」については，馬場雅昭『 H 本中小小売業の構造
変化』第 7章でイ叶十分ながらも論じた。
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とを要請される……。小売市場の不完全性は小売商業経営に限られた地域
内での独占的地歩を保障するし，さらにそれは地域と業種によって極めて
僅かな資金でどんな素人にでも開業できる。小売商業経営がもともとこの
ような性質をもつものである以上，この部門に零細経営が多数に蛸集する
ことになったとしても異とするに足らない。
……注意すべきことは， うえに小売商業の一般的性格を規定するものと
して指摘した諸条件は，それ自体決して永久不変のものではないし， また
小売商業開業の容易さという事実を除いて，すべて小売商業経営＝店舗の
規模の制約条件にこそなれ，そのまま小売商業企業＝資本の規模の制約条
件となりうるものではない， ということである19)。」
「個人的消費の小規模• 分散性に対応した小売商の小規模• 分散性の要
請」「小売市場の不完全性による限られた地域内での独占的地歩の保障」「僅
かな資金で素人でも開業できる」ということに起因する小売商業の零細性，
分散性を森下氏は，「小売業の一般的性格」と規定し，小売商の零細性，
分散性を「異とするに足らない」と看なしている。さらに，「小売商業の
一般的性格……は，それ自体決して永久不変のものではない」と言う。
森下氏によって「この部門に零細経営が多数に蛸集することになったと
しても異とするに足らない」とされた理由の一つ，「地域と業種によって
極めて僅かな資金でどんな素人にでも開業できる」ということについて。
森下論文の発表は1972年のことである。 1973年に実施された第 3回商業
実態基本調査によれば叫開業してから 3年以内の個人涸店にかぎると，
開業資金の平均は 1-4人層で177万円 (5-9人層で392万円）であった。
そのうち借入金の割合が42%, つまり自己資金が58%の103万円にすぎな
19)森下二次也「中小小売商問題の展開と商業政策」大阪経済大学『経営経済』第8
号 1972年. 2-3ページ。『流通組織の動態』千倉書房, 1993年,87-88ページ
所収。
20)中小企業庁『第3回商業実態基本調介―1973年7月1日現在調ベ一』小売業編（速
報） 118-119ページ. 122-125ペー ジ。
154 (342) 第 49 巻 第 3・4号合併号
いものであった。もちろん，業種によってその金額の多寡はさまざまであ
る。開業資金の多寡21Iは，次に述べる商業経験とともに，「参入障陛」の
高低，開業の難易を示すひとつの指標となろう。
この層には，裔業経営の経験者が7.8%, 商業従業者であった者が31.5%22
いるにすぎない。農林水産業以外の経営経験者が17%など，商業の経験な
き者（約60%)が，わずかの資金をもって開業にふみ切っているというこ
と自体，開業の容易さを物語るものであり，小規模零細小売商の量的増人
をもたらしひいては競争の激化を引き起こすことになろう。
因みに， 1973年における勤労者批帯の実収入は，総理府統計局の『家Jt
調在年報』によれば， 1月).!1たり約16.6Jj円，家計消費支出は約11.7ガp:f3'
であった。 1973年における開業資金の平均177Jj円は，勤労者平均世幣に
おける実収人の10.7月分， n己資金部分の平均103hは実収人の6.2月分に
相消する。
議論を元に戻そう。「比較的零細な資金ででも，開業がイ畑［能でないw」
「さしたる経験技能をもたずとも•…••開店がイく可能でない25)」とすれば，
このことは「中小小光商過剰化のt1本的原因26)」となる 0 「小売業を開業
21)開業資金についての調在は，その後第 4[nJ調ft(1979年）．第 5[u)調介 (86年），
第6r~1調it (94年）でも実施されていないため， 正確な比較は困難である。
国民金融公庫の調介によれば，調介のたびに開業賢金は増えている（馬場雅附
「H本における中小小売業の変化」 (II) 『阪南論集 社会科学編』第40巻第 1り
2004年参照）。因みに第 2回調在 (1967年）の結果については，「日本における小
売商店数の減少•再論」 H 本流通学会『流通』第15号， 2002年，図 l 参照。以後「·…••
小売商店数の減少• 再論」と省略。
22) 『第 3 回商業実態基本調介報告書』 11s~119ページ。第 2 回調介 (1967年）結果
については，糸園辰雄『日本中小小売業の構造』ミネルヴァ書房， 1975年， 107ペ
ージ参照。
23)流通システム開発センター編『日本の流通統計 1979年版』 153ペー ジ。
24) -26)松井辰之助「小売闘争の性格と小売商問題」松井辰之助編『中小商業問題
ー中小企業叢書W一』有斐閣， 1953年. 32ページ。「比較的零細な資金」で．「さし
たる経験技能をもたずとも」小売業の開業が可能だという見解は．高度経済成長ま
ではかなり一般的であった。馬場雅昭「中小零細小売業の現状」．注22)参照．加
藤義忠．佐々木保幸編著『現代流通機構の解明』税務経理協会, 2005年発行予定。
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するのには……そのためにの技術はいらないし，またごく僅かの資金でこ
と足りる27)」ということであれば「とるに足らない退職金で生産の分野
を追われた失業者のさしあたっての逃避の場として……小売業の開業はも
ってこいである。このような事情が……不断に零細商業を生みだしていく
のである28)。」
我々はここに小売商多数性・過多性の理由•原因を見ることが出来よう。
小売商多数性・過多性は同時にまた，零細性とワン・セットである29)。こ
のようにして，小売業開業の容易さは，小売商過多性，零細性を生みだす
こととなるが，このことはまた，相対的過剰人口の吸収池となることが可
能でありえた30)0 
零細小売商が「相対的過剰人口の避難所である」という認識は，高度経
済成長期までの中小商業論ではかなり一般的であった31)。零細小売業が相
対的過剰人口のプールであるという認識によれば，景気が好転すると，零
細小売業の店主，家族従業者は有利な職業を求め賃金労働者に転化するは
ずである。「しかしながら， 1970年代初期までの高度経済成長期において
労働力不足の状況が生じたにもかかわらず零細小売業は増加を続けた。一
方，昨今の景気減退化傾向進行の中でも零細小売業の減少傾向は止まらな
ぃ32)。」
27) 28) 森下二次也『商業経済論』有斐閣， 1960年， 252~253ページ。
29)「……『零細性』のメタルの裏側には，『幣多性』がひそんでいる。ことに小売商
の場合は，そうであった。」（牛尾慎造「零細商業の社会的性格」松井辰之助編『中
小商業問題』 59ペー ジ。
30) 牛尾慎造「中小商業の社会的存在形態」 116~117ページ。
31)馬場雅昭「日本における中小小売業の変化」日本流通学会「流通』第16号， 2003
年，注13)参照。
32)番場博之「零細小売業研究の歴史的方向性」中村勝責任編集『市と耀』中央印刷
出版部 1999年， 236ページ。「高度経済発展をとげた後でもなぜ日本に非効率的
な生業店や零細店舗が多数存在しうるのか」と田村正紀氏は問題にしている。その
結論の一つは「市場スラックが発生し，相対的生産性の低い個人商店にも存続の機
会を与えることになった。」（田村正紀『日本型流通システム』千倉書房， 1986年，
65~66ページ），馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II) 注 4) 参照。田村氏の理論／
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「常時雇用従業者を使用していない個人商店」は， 1966年調在の106.1
ガ店をピークに減少傾向をたどり， 1982年から急速に減少:1:;1しているので，
もはやこの頃になると「相対的過剰人口のプール」としての機能は喪失し
た．あるいは低下したと考えるべきであろう。
議論を元に戻そう。 [J本における小売商業の特徴34)は第 1に規模の
零細性，第 2 に店舗数の多数性・過多性．第 3 に店舗の生業性• 前期性，
第4にその結果としての低生産性・低効率性・低収益性にあるという。こ
れらのことを確認しておくことにしよう。
多数性・過多性と零細性はワン・セット，メタルの表裏だとすでに述べ
たい古い資料であるが, 1970: イド片時. LI本の小売商 l店消たりの人口は74
人. 1商店当たりの従業者数は3.1人であったのに対し，アメリカのそれ
は144人と6.1人であった祁）。このことは1980年代後半になっても，たいし
て変っていない36)。
小売商業の販売対象は最終消費者であり，梢費生活は多様であるから．
安易な国際比較ば慎しまなければならないが．ここに我々はH本における
小光業の小規模性・苓細性と表裏一休にある多数性・過多性をみてとるこ
／ガについては，他LIを期したい0
33)馬場雅昭「……小売商I占数の減少」 (II)図9参照。西岡俊竹「わが国における
小売業の長期的変化に関する一試論」関西大学『商学論集』第47巻第 2・3合併り
2002年．図表 3参照（馬場雅昭「小売業の盛衰と……」〈I〉注4〉に部分引nn。
34)松井辰之助「中小商業問題に関する基礎的理解」「小売闘争の性格と小売廂問題」
『中小商業問題』。牛尾慎造「零細商業の社会的性格」同上書。荒川祐吉『小売商業
構造論』千倉書房， 1962年. 245~329ページ。森下二次也「中小小売廂問題の展開
と商業政策」 2~4 ページ。『流通組織の動態』 87-89ページ所収。『現代の流通機
構』世界思想社， 1974年， 124~131ページ。田村正紀『日本型流通システム』千倉
書房 1986年 31~32, 387, 421~422ページ。
35)通産省『わが国の商業―1971一』 21ページ。馬場雅昭『H本中小小売業の構造変
化』. 22ページに引用。
36)中小企業庁『1992年版 中小企業白書』 125ページ。馬場雅昭，阿(-.書 22ペー
ジに引用。小規模性の動向については，馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (II), 
図7参照。
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とが出来る。
店舗の生業性• 前期性について。森下氏による「中小小売商問題の展開
と商業政策」執筆当時，個人商店の比率は叫 1972年で82%であった。さ
らに，荒川氏の『小売商業構造論』当時までさかのぽると1960年で90%で
あったが，『2002年 商業統計表』では， 55.1%38)にまで低下している。
2002年になっても，個人商店比率が55.1%一「常時雇用従業者を使用し
ていない個人商店」に限ってみれば 1999年で34.4%39) 存続する。こ
のことを社会経済的に追求するのは，重要な課題であるが，詳細は別論に
譲らなければならない。
最後に，規模の零細性，店舗の多数性・過多性，店舗の生業性• 前期性
の結果としての低生産性・低効率性について。
高度経済成長が本格化した1960年当時，従業者 1~2 人規模層の対全小
売商店数構成比は71%であったが，その対全販売額構成比は24%40)であ
った。実に 3: 1である。荒川氏の『小売商業構造論』出版の頃である。
1972年の「中小小売商問題の展開と商業政策」の頃になると，前者62%,
後者14.8%41)に 4.2:1になっている。 2002年になると較差はさらに拡大42)
している。
引続き，従業者規模別にみた効率較差についても確認しておくことにし
よう。従業者1人当りの年間販売額が平均を越すのは， 5~9 人層以上層
においてである。売場面積 1m2当りの年間販売額が平均を越すのも， 5 
~9 人層以上層43) においてである。このことは， 1970年， 1988年， 2002
37) 馬場雅昭「…•••小売商店数減少」 (II) 図 8, 図9参照。
38)『2002年 商業統計表』第 1巻, 58, 114ページ。馬場雅昭「中小零細小売業の現
状」表1参照。
39)『1999年商業統計表』第 1巻， 32ペー ジ。
40) 41)馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (I)表2参照。
42)前者46.4%, 後者6.4%, 7.5: 1の低効率性である。『2002年 商業統計表』第 1巻，
114, 115ページ。馬場雅昭「中小零細小売業の現状」表2, 表3参照。
43) 44)糸園辰雄『日本中小商業の構造』 72ページ。馬場雅昭『H本中小商業の構造
変化』 4ページ。馬場雅昭「中小零細小売業の現状」表2参照。
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年調在においてもそうである。 1~2 人層と 100人以上層の従業者 1 人当
りの販売額較差はどの調在年もおよそ 1: 4となっており，売場面積 1m2 
当りの販売額較差44)は1: 4.4, 1 : 2.6, 1 : 2.4となっている。
店舗の生業性• 前期性と低生産性・低効率性の関係について。零細小売
店の中でも，個人商店と法人商店とでは，従業者 1人当たりの年間販売額
でも，売場面積 1m2当たりの年間販売額でも較差があるということであ
る。 1977年当時45), 1~2 人層と 3-4 人層における従業者 1 人当たりの
販売額較差は個人裔店と法人商店では 1: 2.5と1: 1.8, 売場面積 1m2 
ヽ¼たりの較差は 1: 2と1: 1.5であった。 1999年46) においてもさほど
大きな変化は見られない。
また，個人廂店の中でも，「常時屈用従業者を使用していない個人廂J釦
は，純粋な意味での「牛業店」である。 1960'.年における小売廂店数構成比
は80%m, 小売販売額構成比は32%で-181'2.5: 1であった。 1972年では前
者66%, 後者18%で， 3.7:1。1999年・!!))になると前者34.4%, 後者3.8%で，
9 : 1となっている。 1999年について見ると， 34.4%の店舗数で3.8%の販
光結果。このことは「常時雇JH従業者を使用していない個人廂店」におけ
る零細性，店舗効率の低さを端的に表わしている()
「常時雇用従業者を使用していない個人商店」の比童低下，社会的役割
の低下50) は明らかである。「常時雇用従業者を使用していない個人商店」
45) 『1977年 商業統計表』第 1 巻， 190~191, 376-377ページ。
46) 『1999年 廂業統計表』第 1 巻， 200~201, 232-233ページ。
47) 48)馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (II)図9, 表14参照。
49) 『1999年 商業統計表』第 1巻， 32ページ。
50)高齢化が進み，社会的弱者，交通弱者が存在する中で，社会的役割がなくなる訳
ではない。零細小売層にも社会的役割があるということに着Hしたのに，保田芳昭
氏，西村多嘉子氏の「中小零細小売商＝毛細血管的役割論」（詳しくは．馬場「小
売業の盛衰と……」〈 I. I〉第I章注〉 1,2, 第IV章4節，注49-56参照）があ
る。零細小売層は，社会的には「毛細血管的役割」を果たしているから保護すべき
である， とストレートに言えるかどうかは別問題である。売場面積の不足ー→消費
者ニーズを満足させるだけの品揃えの不足，駐車場の欠如，消費者ニーズとのミス
マッチ等に起因する零細層の販売不振等が指摘されている。それ等は，消費者の／
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が統計上存在するのは， 1999年商業統計までで， 2002年調在では実施され
ていない。「常時雇用従業者を使用していない個人商店」，いわゆるパパ・
ママ・ストアが流通政策の対象はおろか，調沓対象からも外されたこと
に注Hしたい。「常時扉用従業者を使用していない個人商店」および， 1 
~2 人の零細規模層における低効率性，低生産性は，零細小売商問題のキ
ーポイントであり，商店数減少問題の中心的課題51)である。
I 零細小売商業間題の発生
日本における小売商業の特色は，第 1に規模の零細性，第2に店舗の多
数性・過多性，第 3 に店舗の生業性•前期性，第 4 に低生産性であると言
われている。この 4つの特色は独立した要素として別々に存在するのでは
なく，相互に関連していることが第1I章で明らかになった。
店舗の多数性・過多性を発生させる要因の一つ，「比較的零細な資金で
でも，開業が不可能でないこと 52)」の実例として， 1970年代初期の開業資
金について考察した。商業経験のない者 (1970年代初期で約60%)が，わ
ずかの資金で開業にふみ切ること自体，開業の容易さを物語るものであり，
小規模零細小売廂の増加を引き起こし，ひいては競争の激化を招くことと
なる。
我々は，ここに零細小売商問題発生の要因をまず見つけることが出来る。
次に，これまでの議論の中で，明らかになった零細小売商業に関する指標
を確認しておくことにしよう。
＼「共同購買機関」（森下二次也『現代商業経済論』 131ページ）としての役割を十分
果たしていないからではなかろうか。毛細血管論における説得力の弱さについては．
出家健治「零細小売業研究』ミネルヴァ書房, 2002年， 86~95ページ参照。
51)馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (II)表5, 図1, 図2, 図9参照。「小売
業の盛衰と……」 (II)図1参照。
52)松井辰之助「小売闘争の性格と小売商問題」 32ページ。
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パパ・ママ・ストア販売額構成比 31.9%→ 3.8% △ 88.1 % (I章）
('60年） ('99年）
尚店数構成比 79.5%→ 34.4% △ 56.7% 
('60年） ('99年）
1~2 人層販売額構成比 24%→ 6.5% △ 72.9% (I章）
('60年） ('02年）
商店数構成比 71%→ 46.4% △ 34.7% (はじ
('60年） ('02: 年） めに. I章）
「常時雇用従業者を使川していない個人商店」いわゆるパパ・ママ・ス
トアの販売額構成比は， 39年間で28.2ポイント低下している。 friJ一期間内
における 1-2人層の販売額構成比の低下は， 17.5ポイントである。前者
も後者も商店数構成比を低ドさせている。
もっと屯要なことは店舗効率・販売効率の低下である。
パパ・ママ・ストアも. 1 - 2人層も大幅に効率を低Fさせている。 hiJ
者は1960:年}引時約80%の店舗数で約32%, 後者は71%の店舗数で24%の
年間販光額を販売する非効率的・低効〉界店であった。 2002年になると，前
者は約34%の店舗数で全販売額の3.8%を後者は約46%の店舗数で全販
売額の6.5%を販売するにすぎない，超低効率店へとなっている。これら
のグループこそ，松井氏，牛尾氏，森下氏によって指摘された「比較的零
細な資金でも，開業が不可能でない」（零細な）小売尚である。
他方，零細小売祁業の対極にある大規模小売商業層は次のとおりである。
法人裔店販売額構成比5:1)
商店数構成比54)
50.8%→ 87.3% 72%増
('60年） ('99年）
10.2%→ 43.2% 4倍
('60年） ('99年）
53) 54) 馬場雅昭「…•••小売裔店数の減少」 (II) 図 9, 表14参照。
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100人以上層販売額構成比55) . 10.7%―--.18.2% 1.7倍
('60年） ('02年）
商店数構成比56) 0.0%→ 0.3% 
('60年） ('02年）
スーパー・マーケット販売額構成比57) 8.2%一30.0% 3.7倍
('64年） ('94年）
セルフサービス，スーパー販売額構成比58) 4.7%―ヤ30.9% 6.6倍
('64年） ('02年）
コンビニエンス・ストア販売額構成比59) 2.3%―.-5.0% 2.2倍
('82年） ('02年）
零細小売商業層の対極にある大規模小売商業層についてのコメントは割
愛する。
我々はここに，零細小売層の零落，退化と，その対極にある大規模小売
層の急速成長，発展を見ることが出来る。零細小売層は過去も，現在も．
効率の低い小売層である。
高度成長が本格化した1960年には， 1~2 人層の商店数構成比が71%,
3~4 人層のそれが19%, 合計90%が零細層60)であったこと。さらに，
経営形態について見ると1960年当時， 1~2 人層の98.3% が個人商店， 3 
~4 人層の83.3%が個人商店61) であった。つまり． 日本小売業の特性の中
の小規模・零細性は，店舗の生業性• 前期性と関係していた。あるいは別
の表現であるが，零細小売商店は，個人商店の形態のままでも「経営」出
来たということであろう。
55) 56)馬場，同上論文 (I)表2, 『2002年 商業統計表』第 1巻， 114-115ペー ジ。
57)馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)図4参照。
58) 59)馬場雅昭 同上論文 (II)表1参照。
60)馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (I)表1参照。 2002年になると 1-2人層
が46.4%, 3 -4人層が23%, 零細層が約70%となっている。馬場雅昭「中小零細
小売業の現状」表1参照。
61)『1960年商業統計表』第 1巻， 32ペー ジ。
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零細小売商業問題発生の要素がここにあること，それが高度経済成長の
本格化以来，零細小売層の停滞，低迷，零落とその対極にある大規模小売
層の拡大，発展という形で，つまり二極分化という形で展開したと看なし
てよさそうである。
w 零細小売裔業問題の展開
日本の小売商業は，昭和20年代， 30年代， 40年代に規模の零細性，店舗
数の多数性・過多性，性格の前期性・牛業性， これらの結果としての低効
玲中性・低牛産性をもって特徴づけられてきだ）~) 0 
高度経済成長を遂げた今u.その特徴が変化したのかと言えば必ずし
もそうではない!i:J) 。 2002年統叶調1t!i4) によれば従業者規模 1~2 人}fj に
16.4 % . 3 --4人層に22.9%. 合叶約70%の小売商店が属していること，
さらに 1~2 人層の個人商店比率が83%, 3 --4人層のそれが47.5%, 小
売商店令体の個人商店比率が55%であることからみれば，規模の零細性，
店舗の前期性• 生業性は変化しつつあるものの，依然として続いている c,
従って店舗数の多数性・過多性も低効率性・低生産性も続いていると行な
す方が自然であろう。
店舗数の多数性・過多性の原因が開業の容易さでありその内容の一つ
が開業資金の少なさであった。
開業資金の少なさ一~開業の容易さー一店舗数の多数性・過多性ーヤ商
店数増加傾向は続きそうに思われた。事実， 1982年調在まではそうであっ
た。ところが， 1982年には約172万店あった小売廂店数が， 1985年には
62)第I意における注34)参照。
63)馬場雅昭「……小売尚店数の減少」 (I) 図7, 図8. 図9参照。
64)馬場雅昭「中小零細小売業の現状」表 l参照。 1999年調査では，全小売商店の
34.4%が「常時雇用従業者を使用していない個人商店」である。『1999年 商業統
計表』第 1在 32ページ。
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162.9万店へと一挙に5.4%も減少したのである。 1--2人層の減少が激し
かったので，零細小売商問題が浮彫りになった。
商店数減少の理由は何か。零細商店数減少の理由は何か，第皿章「零細
小売商問題の発生」で考察した。一言で言えば，零細小売層における低効
率性・低生産性である。
1 --2人層と100人以上層の従業者 1人当たりの販売額較差が， 1970年，
1988年， 2002年の各調査年で 1: 4, 売場面積 1!ti省たりの販売額較差
＝売場効率較差が1: 4.4から 1: 2.4である。第I章で論じなかったこと
についても指摘しておこう。高度成長が終焉した後の1976年当時65)' 従業
者1--2人規模の零細小売層には，従業者の28.5%が従事しながら，その
成果たる年間販売額は， 14.8%にすぎないものであった。 2002年統計調1f66)
においては， 1 --2人層の場合， 12.1%の従業者数で6.5%の年間販売額で
ある。販売効率，生産性はほとんど改善，向上していない。
低効率性・低生産性一販売不振一低収益性は，何かの契機で67)' や
がては経営危機一閉店，廃業一ヤ商店数減少へといたると定式化しても
よさそうである。このことが，表面化したのが1985年調査である。 1985年
という年は，オイルショックから12年，「大規模小売店舗法」制定から12
年目の年である。「大規模小売店舗法」は，「大規模小売店舗における小売
業の事業活動を調整することにより，その周辺の中小小売業の事業活動の
機会を適正に確保」（同法，第 1条）しようとするはずであった。
「大規模小売店舗法」の規制強化が最も強められた時期に尚店数が減少
しはじめたことから，規制強化は零細小売業の「保護」に役立っていない
65)糸園辰雄『H本中小商業の構造』改訂版， 1981年， 71ペー ジ。
66)馬場雅昭「中小零細小売業の現状」表1参照。
67)小売業における主な廃業理由は，中小企業庁の『小売業の転廃業実態に関するア
ンケート』によれば「経営不振」「経営者の高齢化」「後継者難」「経営者の病気・
死亡」等である（馬場雅昭「……小売商店数の減少・補論」『阪南論集 社会科学編』
第38巻第 1号， 2002年 第 I章参照。馬場雅昭『日本中小小売業の構造変化』 82,
98ペー ジに引用）。
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のではないか と同法による規制「効果」に疑問681が生じるようになる。
規制が強化されたにもかかわらず．商店数の減少へといたった小売業の体
質はどうであったのか第Il章，第皿章でやや詳しく考察した。零細小売
業問題を小売業全体の動向の中で見ておくことにしよう。
『全国消費実態調介報告69)』によれば零細で牛業的な性格の店舗が圧
倒的多数を占める一般小売店のマーケット・シェアは. 1964年には72.4%
であったものが 1974年には62.0%へと10年間で約10ポイントもシェアを
Fげている。これに対して．出現間もないスーパー・マーケットは．この
間8.2%から20.0%へと2.4倍も急卜＾昇している。百貨店は9.8%から9.9%へ
微増したにすぎない。このことからも明らかなように．「スーパーは．キ．
として直接の競争相手であった一般小売店のシェアを侵蝕することによっ
て驚異的成長をとげたのである70)。」
中小客細小光廂の競争相手たるスーパー・マーケットは. H本ではほぽ
1950年代後半から導人されはじめ初期的発展期に人る。
「従来の慣行にとらわれない画期的な価格設定方式が採用された。それ
による大輻な価格切ドげ，高回転＝高収益の実現がスーパー形態の原点を
なす。それをサポートするのがセルフサービス方式，単純労働への依拠に
よる人件費の大幅切下げ． 一般小売店にくらべての単位店舗の大規模化で
ありさらには大規模＝多店舗化した段階におけるチェーンの効率的な管
理方式および組織の開発である。
こうしてスーパーはその低価格訴求を基軸に急速な普及・拡大をはじ
めた。だが低価格一高回転一高収益のメカニズムが円滑に作動する
ためには．巨大な市場規模をもつ商品．つまり大量需要の生活必需品に主
68)石原氏，田村氏，西岡氏等がそうである。馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)
第W章第4節「大店法と中小零細小売業 (2)ー大店法の「有効性」をめぐって一」
参照。
69)馬場雅昭，同上論文，図 4参照。
70) 中野安「小売業」産業学会編『戦後日本産業史』東洋経済新報社， 1995年， 664
~665ページ。
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たるターゲットを設定しなくてはならない。それは百貨店ではなく．一般
小売店を主要な競争相手とすることを意味する。現実でもそのように進行
した叫」
スーパー・マーケットによる一般小売店シェア侵蝕の重大さがそれほど
表面化しなかったのは，国民所得の伸び，小売業全体における販売額が飛
躍的に増加したためである。 1960年から1972年までに小売全体の年間販売
額は6.6倍にもなっている 72)。それだけに，低成長期に入ると矛盾は増幅
され．尖鋭な形で一挙に噴出することとなった。
スーパー・マーケットの販売額構成比は，『商業統計表』においても，
1972年には百貨店を凌駕73) している。 1973年秋の第 1次石油危機を契機
とする高度成長の終焉＝低成長経済への移行は．小売流通環境を急変させ，
所得と消費支出の伸びを著しく低下74) させた。一挙に低成長経済へ移行
したため，競争は厳しさを増すことになった。高度成長期には，消費市場
（パイ）の急速な拡大のため，スーパー・マーケット，一般小売店という
業態間の競争はある程度緩和されたが，低成長期になると状況は一変する。
「大規模小売店舗法」 (1973年10月制定， 74年3月施行）はこのような環境
の中で生まれたのである。
「大規模小売店法」が施行された．第 1次石油危機直後の1974年までの
スーパー・マーケットの発展と一般小売源のシェア低下については，すで
に確認した。 1974年以後の動向75)についても見ておくことにしよう。
一般小売店は1974年の62%から1984年には51.8%へ，さらに1994年には
40.8%へとそれぞれの10年間に，約10ポイントづつ低下させており，一般
71)中野安「現代日本資本主義と流通機構」糸園．中野，前田，山中編，『現代日本
の流通機構 講座現代日本の流通経済③』大月書店.1983年, 13~14ページ。
72)馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (I)表 1参照。
73)馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)表1参照。
74)石池危機後の販売不振については．馬場雅昭「日本における中小小売業の変化」
表4参照。
75)注69)に同じ。
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小売店の経営の厳しさがうかがえる。
スーパー・マーケットは1974年には20%, 1984年には28%, 1994年には
30%へとそれぞれの10年間に， 8ポイント. 2ポイント増加させている。
百貨店は9.9%, 10.6%. 10.4%で推移している。さらに， 1984年以降にな
ると，一般小売店スーパー，百貨店以外の「その他」の業態，具体的に
は，コンビニエンス・ストア，生協・購買デイスカウント・ストア，通
信販売等の業態のシェアが， 9.6%から18.8%へと10年間で約 9ポイントも
伸び， 一般小売廂はこれらの新しい業態にもシェアを奪われている。
一定の国の．一定の時期における最終消費者の可処分所得は一定である 0
それは小売商人の積極性．小売店舗数の多寡から独立したものであるか
ら，小売商人の販売努力で拡大できるものではない。個々の小売廂人にで
きることは．一定の大きさのパイの内からH己の分け前を拡kすることだ
けである。それゆえ．「未端分散配給廂として小売廂業は対消費者販売を
原則とするものであるから，彼ら相J:Lの競争関係は，国民の消費賓金をめ
ぐる小売商業相'1.:のあいだの闘争 (Kampfum den Volkskonsumfonds) 
である76)。」
販売額構成比に占める一般小売店の地位低ドは，スーパー・マーケット
の地位上昇， 1984年以降について見ればコンビニエンス・ストア，生協・
購買，デイスカウント・ストア，通1言販売等の台頭の所為であると結論づ
けることが出来よう。
「中小小売商のよって立つ存立基盤が何らかの理由で変動し，それに対
応して中小小売商の対立者が出現してその存在をおびやかすにいたったと
き，そこに中小小売業問題が発生する。77)」それゆえ，高度成長期以降に
おける中小小売商業問題発生の原因は，新しいタイプの小売企業の登場，
発展78) にあると見たい。
76)松井辰之助「小売闘争の性格と小売商問題」 14ペー ジ。
77)森下二次也「中小小売而間題の展開と商業政策」 1ページ。『流通組織の動態』
86ページ所収。
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1982年調在をピークに商店数が減少に転じたこと， とりわけ 1,_, 2人層
の裔店数が1982年から85年にいたる 3年間に9.3%の激減，その後も1982
年から2002年79) までの20年間に43.3%も激減したことは，「中小小売商の
よって立つ存立基盤が何らかの理由で変動し，それに対応して中小小売商
の対立者が出現してその存在をおびやかすにいたった」ためである。
それは何であろうか。例挙すれば，次のものが挙げられよう。主婦の社
会進出，人口の都市集中80)' 交通機関の発達，とりわけ自家用自動車の普及，
家庭用電気冷蔵庫，冷凍庫の普及と貯蔵用食品の発達，商品の標準化・単
純化等である。
さらに，別稿「中小零細小売商業の現状81)」「日本における小売商店数
の減少・補論」でも明らかなように，零細小売層では高齢化がかなり進ん
でおり， しかも「現状維持的経営」 (40%)「縮小・転業，廃業希望経営」 (17
％）である82)。「工業でも商業でも，零細経営は，中心者が60歳前後に達
した際に後継者を得ていないと，急速に活力を失う。83)」1975年の『国勢
調在』によれば，「雇人のない（小売）業主」の約27%が60歳以上層，約
12%が55,__,59歳であった84)。つまり，『商業統計表』における「常時雇用
従業者を使用していない個人商店」の店主たる「業主」の約40%は，当時
すでに55歳以上に達しており，仮りにこの年齢層の業主・店主が「現状維
持的経営」を希望したとしても，中•長期的に持続出来る訳ではない。「現
状のままでよい」という「現状維持的経営希望グループ」は，適切な後継
78)新しいタイプの小売業の登場．発展は．小売業界における新しい競争を引き起こ
す。馬場雅昭「……小売商店数の減少」 (II)表16参照。
79) 『2002年商業統計速報』 32ページ。
80)馬場雅昭『日本中小小売業の構造変化」第 7章「都市化と小売商業」参照。
81)加藤義忠．佐々木保幸編著『現代流通機構の解明』
82)馬場雅昭「中小零細小売業の現状」表9参照。
83)秋谷重男「中小小売業は今後も減少するか＿減少の要因と問題点 」国民金
融公庫『調在月報』 No.304, 1986年8月， 11ページ。
84)馬場雅昭「……小売商店数の減少・補論」表2, 表5参照。
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者に恵まれなければ応）．「事業の縮小・転業．廃業を考える」グループに
変わり．やがては廃業やむなきにいたるであろう。
零細小売商業は， もともと開業が容易で．店舗の多数性・過多性へとな
り易い。その故に生産性の低い商業でありなおかつ，あるいはそれ故に
と言うべきか，積極性に乏ぽしい停滞的な廂業層であった。これらの零細
小売層は．多数で過多になった小売廂業I司J±の中でも「国民の梢費資金を
めぐる小売商業相圧のあいだの闘争86)」を展開するメカニズムをそれ自体
の中に持っていたのである。
開業資金の少なさー-開業の容易さー-店舗の過多性一一競争の激化
→売卜叫の伸び悩み→低収益性→経党の困難化発生のi:fJ能性というメ
カニズム．つまりもともと零細小売業日体の中にあるメカニズムにさら
に1950年代後半新らたに登場した「中小小売曲の対立者」たるセルフ・サ
ーヴィス店，スーパー・マーケットとの競争， 1980年代以降のコンビニエ
ンス・ストア，デイスカウント・ストア，通信販売店との競争に伝来型客
細小売層が巻き込まれたのである。私は今Hの客細小売麻架問題をそのよ
うに認識している（）
v 零細小光商業問題 結びにかえて
もともと「個人的消費の小規模性，分散性に対応して小売廂はおのずか
ら小規模のものが多数に分散することにならざるをえない。871」これらの
ことに加えて， 日本の場合，「地域と業種によって極めて僅かな資金でど
んな素人にでも開業できる88)」ということから，小売商の小規模性，多数
85) 2003年における中小企業の商店街調在によれば，商店街の問題点（複数回答）の
第1位は，「経常者の高齢化などによる後継者難」 (67.1%)である。『日経流通新聞』
2004年 5月22日。
86)松井辰之助「小売闘争の性格と小売商問題」 14ペー ジ。
87)森ドニ次也「商業の分化と商業組織」 96ペー ジ。
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性・過多性が説明されて来た。そのことの結果として，店舗の低効率性・
低生産性，店舗の生業性• 前期性が招来されるわけである。これら一連の
関連性は， 1950年代後半にスーパー・マーケットが出現する以前からのも
のである。
スーパー・マーケットが登場し，本格的に発展するようになると，零細
小売層，取りわけ最寄品を取扱う零細小売商層は，苦境に立たされるよう
になる。スーパー・マーケットの全国的チェーン展開は，同時にその裏側
では，零細小売商の地位低下，零細小売商問題の全国的拡大をもたらした。
1974年に施行された「大規模小売店舗法」は， 5年後には改正施行され，
さらに81年には「出店規制強化の通達」という「行政指導」がなされた89)0 
それにもかかわらず， 1985年の『商業統計表』では約9.3万店 (5.4%)の
商店数が減少， 1~2 人層にかぎってみれば9.3% の激減が表面化したの
である。
商店数減少は，その後も止むことなく続く。一方，「大規模小売店舗法」
は， 1987年の「大店審会長談話」， 88~89年の「日米構造協議」を契機に「出
店規制緩和」に転換する90)。そのこととあるいは関連を有しながら， 1991
年に約160.5万店あった裔店数が， 1994年には約150万店へと10.6万店， 6.6
％の激減 1~2 人層に限ってみれば10.4%の激減に見舞われ，議論が再
燃活発化91) したのは周知のとうりである。
出店規制緩和―→サ渇胚店の出店増加による商店数激減の論理で， 1991年
から94年までの商店数減少6.6%は部分的には説明出来るかもしれない。
しかし，この論理では， 1982年---85年の5.4%減少は説明困難である 92)(図
2参照）。 1982年は，「大規模小売店舗法」の運用を強化した年であったに
88)森下二次也「中小商業問題の展開と廂業政策」 2ページ。『流通組織の動態』 87
ペー 、-・ /。
89) 90)馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)10ページ参照。
91)馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)第w章第 3節，第4節参照。
92)馬場雅昭 同上論文 (II) 図1参照。
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もかかわらず， 3年間に約9.3:ガ店 (5.4%)が減少したのである。そのほ
とんどは零細規模の小売商であった。
零細規模層における低効率性・低生産性については第I章，第m章で
やや詳しく考察した。まず第 1に． このことに零細小売層の脆弱さとそこ
から招来されるであろう苦境一一「経営」危機一→廃業・閉店一→商店数
減少の原因を求めたい()
商店数減少の第 2の理由は，別稿「日本における中小小売業の変化!i:l/」
第1章 (1)「小売開業店数の減少」と関係している。その図 1 (本稿で
図1として再録）．表 lによれば 1979年麻業統計調在から1985年調介ま
での 6年間に．個人尚店の開業数は13.7ガ店から8.5ガ店へ．約5.3ガ店 (38
％）減少!14/している。行政指導による「大規模小売店舗法」の規制強化(1982
年3月）中にもかかわらず，その時期における個人府店の参人減は，競争
の激化＝収益性の悪化，労働条件の劣悪化等による参人インセンティブの
低ドのためと見るのが妥当であろう 9:,)。
個人而店の新規参人減少はその後も続く曲）。小売5商業からの退出が増加
しても．それを補うだけの参人があれば商店数は減少しないはずである ([';(I
l参照）。それ故，商店数減少を「大規模小売店舗法」緩和との関係で．
論ずるとすれば 1988年以降については有効であるが 1987年以前につい
ては無効である。小売商店の新規参入減が同法との関連で問題視されると
93) U本流通学会『流通』第16号， 2003年。
94) 1979年から85年までの新規開業店減の5.3万店は，『国勢調在』における「扉人の
ない（小売）業主」の40歳未満層の減少と関連している。それは1980年に27.5万人
であったものが， 85年には18.0万人へ約9.5万人 (34.6%)激減している。減少理山
の 1つHは新規参入減 2つ目は小売業からの撤退であろう（馬場雅昭「……小売
商店数の減少・補論」表2, 表 3参照）。
95)中野安「1980年代H本の小売業」糸園辰雄編『現代資本主義と流通』ミネルヴァ
書房， 1989年. 4ページ。
96) 1991年調杏では6.9万店. 85年からの 6年間に約1.6万店 (18.6%減）， 97年調在で
は 5ガ店へ約1.9万店 (28%)減少している。「大規模小売店舗法」の規制緩和は
1987年ごろからである。
図1
中小零細小売商問題の展開（馬場）
小売業の開業・廃業率（全規模／年平均）
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資料：通廂産業省『商業統計表』
（注）開廃業率は年率換算を行っている。
（出所）「1999年 中小企業白書』 247ページ。
同法の不十分さ，
保田氏の主張97) は，
すれば， 不備， ないしは欠陥についてである。それ故，
1994年以降における零細小売店の減少98) (図 2参照）
については，有効だとみなしてもよいであろう。
日本小売業の特性である零細性，多数性・過多性， 生業性• 前期性は，
結果として低効率性・低生産性を招いている。そのことが売上の伸び悩み
→ 「経営」の苦境・困難→廃業・閉店へといたらしめる。新しい競争
相手たるスーパー・マーケット， コンビニエンス・ストア， デイスカウン
ト・ストア， 通偏販売等の発展，拡大は，零細小売層の苦境に拍車をかけ
このような内的，外的環境の中で発生したている。小売商店数の減少は，
のである。
因である。
これらの諸条件が零細小売層を弱体化へといたらしめた内的要
これらの内的要因は， 「大規模小売店舗法」の緩和という外的
要因に誘発されながら， さらなる弱体化廃業・閉店， 裔店数減少へとい
97)保田芳昭「大店法『答申』を考える」『中小商工業研究」第55号， 1998年，
ージ。馬場雅昭「小売業の盛衰と……」 (II)注） 49-56に引用。
98)馬場雅昭，同上論文，図 1参照。
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図2 従業員 4人以下の小規模小売店数の推移（通産省の商業統計）
（ガ店）
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(il) 今[1] (99年調1t)は，特別調介によるものである Q
ti: 料：通rfu省『1怜業統di表』第 1巻各年版より
たらしめたと理解する方が良さそうである。
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